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熊本地震の対応から学ぶ
宮野のポイント
会聞の取材で感じたBCP改善のホ。イントを項目別にまとめてみた

1日々 の備え

熊本地震における企業対応は、じっかりと災

害に備えて準備をしてきたか否かで明確に結果

が分かれた。繰り返し訓練をし七きた企業は、

日CPで定めた「目標復旧待問Jより早く事業を

再開させるなど見事な対応を見せた。今回の事

例から学ぶべき最も大吉な点は「日々の備え」の

重要さであろう。

Z避難場所、対策本部の設置場所

P 一方で、検証しなくてはいけないとともある。

例えば災害対策本部の設置場所だ。今回の熊本

地震では、耐震を満たじていても、天井や壁が

崩壊したり、オフィス家具類が散乱するなどし

て、一時的に施設は使えなくなった。社員をど

こに避難させるのか、対策本部が使えなくなっ

たときどうするのか、これは東京など都市圏に

おいても考えておく&凄がある。 J

3.安否確器

基本的な点を言えば安否確認も見直す必要

があるのではないか。今回の地震では、余震が

多かったことからその都度、安否確認システム

iが自動発動L、どの時点での安否集計かわから

右:くなったという東部置もあっTらその点、イオン

は独自のシステムで、どの女イミングでどのエ

リアを対象にするかを現地と本社の対策本部が

意思決定して配信する方法で、スムーズに安否

確認ができた。
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4.事業を停止する

事業を継続するだけでなく、「停止させる」と

いう判断が重要になることも今四の取材て事改め

て教えられた。

富士フィルム九州では、前震で工場のライン

が自動停止しなかったにもかかわらず、余震も

続いたことかち、「もしもの一手」として止める

判断をした。そのことが本震の被害を軽減する

ことにつながった。 ITセキュリティに置き換え

るなら、サイバー攻撃を受けた、あるいは、不審

メールを社員が開いてしまった際、システムを

止めるのか、動かし続けるのかという判断が迫

られる。何を優先させるのか判断基準を明確に

しなくてはいけない。

アメリカの災害対応では、LlPという言葉が

使われでいるロ(自らの)命を守る(Lifesafety)、

二次災害を食い止める(lncidentstabilization)、

財産を保全する (Prop8rtyconservation)の順

番を示じたものだが、1二次災害を防ぐことを怠

り、売り上げの損失を恐れ‘工場を停止するこ

とを簿踏じてしまうゲースがBCPでは起こり得

る。継続させる乙とだけがBCPではない。熊本

市内の工務庖のアネシスと新産住拓が当初社員

を屋根に登らせなかった己ともLlPに基づく好

半舷庁だ。

5.先手を取る

災害時に「もしかしたら」と考えることは、先

手を打てるか、後手になるかの明暗を分ける。
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富士フィルム本社は、前震の時点で、現地が大

きく被災していないことを確認したにもかかわ

らず「もしかしたら社員の家族や地域の人が被

?いても早期に復旧できふょう応援資源を迅速

;に得られる体制を構築ιておかねばならない。

もう 1つ、限られた人数で多くの作業に対応

~するには‘ 人ひとりの多能エ化という手法が

ある。工務届のアネシスが、日常的には工具も

持たない社員にも、水道管の簡易修理などが

できるよう講習を開いて現場に向かわせたこと

は他の業種でも学べる点ではないか。同社が平

時から、全社員による顧客の定期訪問をしてい

ることで、このような多能工化が可能になった

ことは本文で紹介した通りだが、やはり平時か

らの取り組みがいかに重要かということだ。

じ、~駐車場を開放するなど自ら判断し行動じた。

翌日からの販売方法も、何を販売するのか、屋

外でどう販売するのか、いくらで販売するのか i

現地の庖長が中心となづて決めたo現地で判断

できない施設面は本社側がサポー卜する。この

ように現土坊を支えるエスカレーションの姿勢に

学べる点は多い。そして、現場が判断できるよ

うしっかりと権限も与える。アネシスは、予算も

含め課長である災害対策室長に樹限を与えてい
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現地を支援するには本社との情報共有が不

可欠になる。どのような情報をどのように共有

するのか。今回の地震では通信が途絶しなかっ

たことから全体的に情報共有はうまくいったよ

うだが、一方で、電話では現地に負担をかける

危険性があることも考えておく必要がある。あ

る企業の社員が「本社と携帯電話で話をしてい

る最中に余震が起きることが何度もあったが、

電話は初動を鈍らせるjと話していた。

デマも起きた。災害時には正しい情報だけが

発信されるわけではない。大切な情報は収集で

きず、余計な情報ばかりが飛び交うロその中で

どう必要な情報を精査(トリアージ)するのか、

情報が入手できない状況なら、いつまで待つの

か、情報がなくても対応するのか、その決断も

求められる。

日常的な情報共有の仕組みが生きた事例は再 いる人だけが派遣されるわけではない。被災自

春館製薬所だ。同社はもともと、 1000人近い社 治体の職員が先頭に立ち指揮を執ちねば復興

員がワンフロア間仕切りなしで働くほどコミュ 作業は進まなL油、基礎自治体古マ都道府県職員

二ケιションを重視している。こうした車断能体 を指揮するζとは気分的にも困難という話も間

質に加え、西川社長のリーダーシ、yプにより組 く。 3.11以降、連携を強化するための「災害対応

織全体で目標・目的が共有され、即座に全体調 の標準化Jの検討が行われてきたが、普段一緒

‘ 

一:ーたよ平時と非常時の柔軟な組織体制の切り替え…

ができるよう、平時の事業部責任者を執行部と

じて災害対策組織の中に組み入れていたことも

柔軟な対応を可歯切こLた要因であろう。

9.情報共有・リーダーシップ

整がとれた活動が展開できた。経営でも「目標

による管理(Mana巨ementby Objectives)Jが

重視されるが、災害のような緊急時こそ組織が
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10.連携 ー一一

情報共有をした上で、「連携jが生まれる。この

連携においては、イオンが自治体や陸上自衛隊、

航空会社と迅速に連携て@きたことが参考にな

る。繰り返しの訓練で成し遂げた点は改めて強

調じておきたい。

新産住妬が、県外から支援に来た職人と連携

1して対応にあたった事例も参考になる。土地勘

に働かない人とチームプレーができるようにす

る共通のルール(lncidentCommana System) 

や制度を考えていく必要がある。
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11.状況認識の統一

新産住拓では、全社員が住宅の被害状況を

なるべく正しく把握できるためのチェツクシー

卜を作ったと紹介した。これも連携の上で重

要な手段である。専門的な用語を使うならf状

況認識の統一(COP:Common Operational 

Picfure)Jど言、;--C~災害対応に関わるあらゆ

る人が同じ認識を持てるようにする災害対応の

「肝Jとされる。こうした対応を地元の工務庄が

できたことは、災害hの種類とそ遣うが、普段から

台風などの対応を経験し、備えていたからだろ

つ。

12.社員のケア

そじて、多くの企業が課題に挙げたのが社員 ι

のケアだった。特別手当を支給じたり、交通費

を無料にしたり、休暇を与えたり、様キな取り組

みが見られた。被災じた社員にどのような援助

をするのか。社内を避難所として開放した再春

館製薬所、熊本構造計画研究所の取り組みは大

いに参考になる。社員を守ることが地域全体の

負担を車到或ずる三とにつながる。

本当に社員の困っているc:.tが何かをいかに

把握L、どう対応するか。再春館製薬所が被災

したJ全宇土員にヒアリングを実施じたことは同社

がどれだけ社員を大切にしているいるか、その l

姿勢が伝わってきた。学校も休校では子供を預

由、ヌでくれる場所がない。ならば幼児から高校

に生まで自社¢保育施設であずか予ということは、 1

被災された社員にはどれだけありがたかったζf

とだろう。社長からの心のζもった手紙も社員

を勇気づけたに遣いない。今回の熊本地震で、

ある企業では、被災したコールセンターを被災

地から少し離れた別の場所に移そうとしたが、

社員は移せなかったという話を聞いた。社員は

家族を持ち、地域で暮らしている。短い期間と

いえども、勤務地を変えるということは容易で

はない。ハ ドの対策だけでなく、社員のメンタ

ノレを考えBCPを見直すことも必要だ。

そじて、新産住拓の小山社長が言うように、社

員にとって一番の不安は「いつまでこんな仕事の

大変な状況が続くのかJということも援の中に入

れておかなくてはいけない。今後の方針やスケ

ジ王"")l;を明確にすることが社員に「出口Jを示 ム

すことであり、不安を和らげることにつながる。

13.地域支援

再春館製薬所の社員が避難所をまわっτ被

災者を支援じている姿勢を見て、これは共助で

はなく自助だと感じた。真夜中の地震で、社員

が駆けつけるのは本社ではなく地域の避難所

だ。社員である前に地域住民である。そじて家

族がいる、知人、友人がいる。別の言い方をする

なら地域が社員を守ってくれている。その地域

を会社として支援していくのは、自社を守ること

につながるということだ。「私たちは支援をじて

あげているのでヨはない。支えられているんです」

(再春館製薬所広報室の江河氏)という言葉が

すべてを象徴している。

多くの入が、個今の企業のBCPが地域継続

につながると信じている。だから BCPが重要な

のだと。もちろん、各企業がそれぞれの機能を

果たすことで、地域機能が維持されるu、
業が事業を早期に復旧

することにより地域経

~済が早く復興する。そ

しτ地域の雇用を守る

ことにヴながる。

しかし、現実にはこ

んな美しい話だけが起

吉ているわけではない。

自社の事業だけを考え、

当聞の食料を買い占め

Jlliy 2016リスク封筒.com 45 

い内

4



46 

たり、燃料を買い占めたり、普段の備えがないこ

とで、緊急時に地域に大吉な負担をかけるケー

くてはいけない。

そもそも BCP[え被災しないことを前提とし

た考えではなく、被災することを前提に、いかに

早く復旧するか、そのために何をしておくかを

あらかじめ考えておく「転んだ先の杖」であるこ

とを社会全体が再度認識する必要があるのでは

ないか。

ては、「何も被害を受けなかったからといって、

傍観し、自社で何の改善活動もしていない企業

ではないかjと答えている。

編集長中津幸介
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l特集 1

えてきた」成果
BCPの目標を上回る早さで事業再開

富士フィルム九州

建設時から布団川・日奈久断層の存在を把握し、さらに地震などの自然災害を想定して繰り返し訓練をしてきたこ

とで熊本地震の被災から早期に復旧した工場がある。 TACフィルムと呼ばれる、液晶ディスプレイの構成部材で

ある偏光板の保護膜を生産する富士フィルム九州だ。フィルムの厚みがサブミクロン (1万分の1附)単位でのズレ

も許されない精度の精密設備を持ちながら、東京にある富士フィルム本社の災害対策本部と連携し、発災から2週
間で生産を再開させた。

富士フィルム 100%出資の生産子会社であ

る富士フィルム九州は、熊本市街地から印刷

ほど北東の熊本県菊陽町に位置する。フラッ

トパネルディスプレイ材料事業の新たな生産

拠点として2005年4月1日に設立された。

同社が製造するのがTACフィルムと呼ばれ

る、液晶ディスプレイの構成部材である偏光

板の保護膜(商品名はフジタック)。光学的に

ぜ歪みが無く、透明性に優れ、薄く均一で耐久

性があるなど優れた特性を持っており、あら

ゆる液晶表示に使われる偏光板を保護する。

寓士フィルムグループ全体で、 TACフィルム

は世界7割のシェアを誇り、富士フィルム九

州はその6部を担う。単純に計算して世界市

場の4割がこの工場で作られていることにな

る。仮に長期に工場が停止すれば、液晶を扱

う世界中の製品の製造に影響をもたらす。

工場は大きく 4棟で構成され、それぞれ生

産ラインが2本ずつ整備され計8ラインと

なっている。地盤調査に基づき、地震災害に

強い耐震設計で建設された。当初から布田JI卜

日奈久断層の存在も把握し、想定震度も算出

していたという。さらに2011年の東臼本大震

災以降は、富士フィルムグループ全体でBCP

の構築を進め、年2図のグループ全体の緊急

情報共有訓練を行い、富士フィルム九州では、

防災訓練、消火訓練なども繰り返し行ってい

た。また、安否確認訓練は3カ月に1凹の頻度

で実施していたという。

向社代表取締役社長の鈴木直明氏による

と、「東日本大震災以降は、災害への意識が高

まり、近年では、夜間の地震を想定した災害

富士フィルム丸州本社工場(左)と、工場から数百メートJレ離れた場所に設置されている対策本部

12 6



育室 」一一一山一←~ 一対策本部長として指揮を執った代表取締役社長の鈴木直明氏(中央)と対策本部要員として対応にあたった取締役執行役員の布留川朗氏(左)、
執行役員の鎌田光郎氏(右)。杭の上には工場の配置闘が置かれ、火災、爆発、漏洩負傷者などと書かれたカラーマグネットで被害状況が示せる
ようになっている

対策本部メンバーの参集訓練なども行ってい

た」とする。今回の熊本地震では、その成果が

見事に発揮された。

必要備品はすべて備蓄済み

広大な工場の敷地の角に災害対策本部と

なる平屋の建屋がある。工場からは数百メー

トル離れている。火災などが発生しても安全

に対策ができるよう、十分な距離を取って建

設されているのだという。

内部は、対策本部の会議スペース部と倉庫

部で構成され、災害時に必要な設備器具もす

べてここに備蓄されている。机の上には大吉

なマグネットボード上に工場の配置図が置か

れ、「火災H爆発H漏えいH負傷者Jなどと

書かれたカラーマグネットが整列されている。

災害時には、この地図で被害状況を確認でき

るようになっている。

壁には、 f時間ごとに報告された状況が書吉

込めるボードJI部門ごとに出勤者、安否確認

の状況、不明者・負傷者の状況が書き込める

ボードJI災害情報・安否情報・建物被害・負傷

者が覧で整理できるボード」が掛けられて

いる。さらにf指揮本部JI救急救護JI本部統

括JI伝令JI機動グループ統括jなど対策本部

の役割が書かれたビアスがハンガーに吊るさ

れている。

資機材も完壁だ。ヘルメット、ヘッドライ

ト、懐中電灯、ランタン、医薬品、担架、被災

者用ベッド、衛星電話、 PHS、無線、大型発電

機L夜間の工事現場なとやで見かけるバルーン

投光機、パンクレスタイヤを装備した自転車、

消火器、救助工呉、テレビ{情報収集用と情報 l

提供用)、 PC用モニタ、ラジオ、ゴーグル、高

性能マスク、口一フ。やバリケードテープ、カ

ラーコーン、大量の予備乾電池、大震のブルー

シート、非常用トイレ(もちろんトイレット

ペーパーも)、ストーブ、燃料、炊き出し用機

材、水、食料…・・。帰宅困難者が大量に出るこ

とも想定し、全従業員が3日間生活できる環

境が整っている。災害Jを想定して相当力を入

れていることは一目で想像がっし大量のブ

Jmy 2016リスク対嵩 com 13 7



対策本部は備蓄倉庫
を兼ね、全社員の3臼
分の水・食料はじめ、
災害対応に必要と立
る様々 立設備・器具が
備蓄されている

14 

，ルーシートは阿蘇山が噴火した際に、工場へ

の灰の侵入を防ぐ目的で用意されたものだ。

前震でラインを止めた

熊本地震では、 4月14日午後9時26分の前

震で5強、 16日未明(午前1時25分頃)の本

震で震度6弱の揺れに見舞われた。

同社工場は社員が322人(当時)おり、製造

関連部門は24時間体制で平時から2交代で従

業員が勤務している。ほとんどが地元に住ん

でいる。前震の発生時には、このうち約50人

が勤務していた。

災害時には、対策本部前の空き地が時避

難所になることが同社の災害対応マニュアル

では決められている。 4月14日、大きな揺れ

があると会従業員が避難場所に集合した。問

時に既に帰宅していた災害対策本部メンバー

が参集した。震度5弱以上の揺れを観測した

ら自動的に対策本部が立ち上がり、半径5km'

以内に住む対策本部メンバーが参集するとい

うのもマニュアルに書かれていることだロ発

災から 15分後には対策本部が立ち上がったo

集まったメンバーは18人。鈴木社長も直ちに

会社に駆けつけ陣頭指揮を執った。

工場の生産ラインは、大きな揺れがあると

自動的に止まることになっているが、前震で

は止まるレベルではなく、稼働を期監続してい

た。ラインは一度止めると再稼働するのに数

日を要する。それは、フィルムの原材料は特

殊な溶液で、止めるといったん溶液をすべて

抜き取り、再び調整して、均一な製品を作るま

でにかなり手聞がかかるためだ。

しかし、鈴木社長は、繰り返し起きる余震

に対してラインを止めることを決定。「安全確

保や設備保護そして製品品質への影響など総

合的に考えて停止すべきと判断したJ(鈴木社

長)。

対策本部では、従業員の安否確認と工場内、

8



地域の被害状況の確認作業が直ちに行われ

た。震度5強以上の地震で同社の安否確認シ

ステムは自動発報される仕組み。地震発生後

すぐに、ほぼすべての社員の安否の確認を終

えた。

工場内の被害状況は、従業員が避難時に可

能な範囲で目視しながら避難することになっ

ている。報告では大きな被害は出ていないこ

とが確認され、同時に対策本部メンバーが工

場内、敷地内で水漏れや配管から溶剤や蒸気

が漏れたりじていないかを確認した。停電は

なく、ライフラインに影響はなかったが、余震

が続くため、しばらく対策本部前にとどまっ

てもらい、余震が落ち着いた夜中の 11時55

分に解散をさせた。

「もしかしたら」の支援

一方、東京六本木のミッド女ウン内にある

富士フィルム本社にも対策本部が立ち上が

り、直ちFに現地との連絡がとられた。安否確

認や被害状況、対応状況はすべて災害対策用

ウェブシステムで共有できる仕組みになって

いる。対策本部に来なくても iPadでもアクセ

スして情報が共有できる。

東京本社では、大きな被害がないとの確認

を受けたが、もしかしたら従業員の家族や近

隣で被災している人がいるかもしれないと、

提供できる水や食料品を現地に発送すること

を決め、翌日トラック使で出発させた。また、

現地からの報告で工場建物に重大な被害がな

いことは確認で吉たが、念のためゼネコンに

躯体の検査をしてもらうことを考慮、し、翌日

に連絡をとった。この 連の初動が、後手後

手になるはずの災害対応において、完全に先

手を打てる結果につながった。

7割の社員カな避難所・寧中泊

翌日 15日、富士フィルム九州では、完全復

災害時停すぐに情報
~j(:集に取り桂}かれるよ

う、被害状況確認ポ
ドが壁に掛けられてい
る。G:時刻ごとの報告
事項(左下)、②部門
ごとの社員の安省確
認状況(右上)、③全
体の災害情報・安否確
認・建物被害・負債者
の状況(右下)など
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士フィルム九州)

16 

旧に向け、清掃作業や点検を行い、再び、 2交

代のシフト性に戻し、準備を進めた。そしてそ

の夜(16日未明)、前震とは比べものにならな

い大きな揺れが工場を襲った。

市内全域が停電。工場内も非常灯だけで、

暗闇に包まれた。ラインを止めていたことが

不幸中の幸いで、溶液が流れ出すなどの被害

はなく、勤務していた社員は、再び災害対策

本部前の避難場所に集まった。避難従業員数

は52人、そして災害対策本部要員15人が駆

けつけた。自宅が被災し駆けつけられないス

タッフもいた。

災害対策本部では、施設の電源を賄う備え

付けの大型非常用発電機と、運搬可能な中型

発電機2基があるbすべてを稼働し、工事用な

どに使うバルー

ン投光器で避難

場所を明るく照

らした。潤時に大

型のテレビを設

霞し、避難した従

業員にもテレビ

富士フイJレム本社と九州は、
災害対策用ウェブシステムを
使って情報を共有した(写真
提供富士フィルム)

て情報が提供できるようにした。

安奇確認は夜中にもかかわらず3時間で終

えた。自分や家族が負傷しているという連絡

はなかった古九自宅が半壊しているという回

答は多かった。「本当に負傷者や犠牲者が従業

員や家族の中にいなくてよかったJと鈴木社

長は振り返る。このとき7割の社員が避難所

に避難したか車中泊の状態だったという。

10



本震持の対策本部の状況(写真提供富士フィルム九州)

対策本部前に避難した社員は朝方自宅に帰

し、対策本部要員が工場内の確認にあたろう

としたが、建物が安全か、中に入れるかがま

ずわからない状ヲ況だったという。

ところが、朝早くにゼネコンから建物診断

ができる専門官が工場を訪れた。前震のとき、

本社が連絡をとり、さらに本震後、早朝から

現地に行ってもらうように手配ーしてくれてい

た。「日常的にゼネコンとは連携をとっていま

したが、まさかこんなに早く来てくれるとは

思いませんでした」と鈴木社長は語る。

さらに、食料などの支援物資も早朝、現地

に届いた。これも前震後に本社が送ったもの

で、物流が混乱するより早く届けられた。十

分な備蓄はしていたが、社員の家族分も含め

で調達してもらったことで劫かったという。

施設内は、内壁が剥がれたり、天井からパ

ネルが落下するなどの被害は出ていたがゼネ

コンの専門官からは、建物の躯体は安全的に

問題ないと報告を受け、午前中のミーテイン

グで集まった社員に、内部に入れることを伝

えた。

ラインは装置が定位置からずれており、復

旧にかなりの時間が予想された。クリーン

ルームでの生産体制のため、装置だけでなく、

天井崩落の修復も含め、 EE気中にほこりが舞

わない状態まできれいな状況にしないと再稼

働できない。

本社では、この地震の直後に先遣隊3人を

現地に派遣し、伺日夜までに工場にたどり着

いた。 3人は、神奈川と静岡の生産技術部門に

勤務し、熊本工場が建設されたときに設備を

担当した技術者。何からどう復旧していいの

か現場以上に設備の知識がある。

彼らが必要な資機材を手配し、現場で必要

となる人材なども本部側との調整にあたった。

July 2016リスク封置 com 17 
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目標を上回る再稼働

本社が事業部ごとの BCPで定めているフィ

ルム事業の「目標復旧時間jは1カ月。インフ

ラの復旧状況によっても異なるが、大まかな

目安として設定している。顧客には、在庫や、

神奈川と静岡工場での代替生産により製品を

届ける計画にしているが、富士フィルム九州

の生産能力のすべてを補うことはできないた

め、早期復旧戦略を組み合わせ、顧客のニー

ズなどを鑑み、必要なラインから復旧させる

ことにしている。

現地の災害対策本部では、対策本部と本社

から派遣された3人の先遣隊が中心となり、

18日には復旧基本計画案をまとめ、 19日に正

式に決定した。

その聞も本社からは追加の応援要員が派遣

され、必要な施工会社からも人材を集めた。

最大で1日200人体制の支援体制か遣えられ

た。

人材の交通手段や宿泊先を調整したり、送ら

れて来た物資を仕分けするロジスティックに

優れたスタッフも本社側が選定して送ってく

れた。「こうした作業を現地の従業員でやると、

肝心な復旧作業の手が止まってしまうjと富士

フィルム九州執行役員の鎌田光郎氏は語る。

現地スタッフは工場の再開に向け集中し、

その中で困ったことは本部側に要請し、必要

な支援を受けられる体制が構築されていた。

電気は16臼朝には復旧していた古七水がし

ばらく濁る状況が続いた。その問、設備の復

旧を進め、 BCPの目標復旧時間を大幅に上回

る再開を達成した。 4月24日に試験的にライ

ンを再稼働させ、 4月初日には、地震発生に

よる全ライン停機後、最初となる製品が製造

された。 4月19日に正式決定した復旧基本計

画よりもさらに5日早かった。その後もライン

を次々に再稼働させ5月22日には完全復旧し

ている。

社員へのサポート

社員の多くは5月中に普通の生活を取り

戻した。富士フィルム本社総務部統括マネー

ジャーの井瀬純氏は、「自らが被災しながら

も復旧に取り組んでいた従業員の皆さんに対

し、本社としてもできる限りの支援を行いた

いと考えた」と話す。

工場では、従業員へのサポートとして、食

堂での昼食を5月B日まで施工会社も含め全

員に無料で提供したほか、特別休暇の付与、

遅刻・早退・外出の許可、生活支援物質の配布

などを行った。ただし、井瀬氏は「今回、従業

員の支援策はあらかじめ用意しており、必要

な支援をその都度実施したが、これほど重大

な被害を想定した支援策は用怠していなかっ

た。例え'i、家屋が崩壊してしまったような社

員に、どんなサポートをすべ吉なのか、といっ

たところまで、しっかりと想定して組んでお

けば、早期の段階で従業員の方に提示するこ

とができる」と課題を挙げる。

本社CSR推進部コンブライアンス&リス

デ管理部統括マネージャーの水野裕介氏は

13.11のときは、情報収集にすごく手間取っ

た。電話してもつながらない状況だった」と振

り返る。

当時、東京六本木本社の総務部に勤務して

いた富士フィルム九州取締役執行役員の布留

川朗氏は「東日本大震災の経験があるからこ

そ、ここでも繰り返し訓練に取り組んできた。

熊本は地震災害が少ないと言われていたが、

我々は常に災害に対する意識は持ち続けてき

たjと話している。
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E特集 1

社員を守る、地域を守る
企業の「真jの責任とは何か

熊本地震の震源地である益城町に本社を構える再春館製薬所は、震度7を記録した2度の地震により操業休止を余

儀なくされた。「前震は大した揺れではなかったというようなことが言われますが、ここ(震源地)は十分以上に揺れて

いますJ(再審鑓製薬所執行役員経営企画室長の大庭博人氏)。想定外の事態が次々に発生する中、代表取締役社長

の西JII正明氏のリーダーシップと〈社員の盟結力にまり事業の早期復旧を果たした。多くの社員が被災する中、社員

と家族の生命・生活を最優先にしながらも、地域の復興を支えた。

基礎化粧品「ドモホルンリンクJレ」で知られ

る再春館製薬所は、益城町役場から北東へ3

kmほど離れた場所にある。社員1000人を超え

る熊本県内の有数企業。小高い丘全体が同社

の敷地で、再春館ヒルトッフ。と名付けられてい

る。敷地内には、同社が運営する保育園施設も

ある。

加01年に「森の中の工場Jをイメージした

新工場が完成。 2007年に本社・コールセンター

も再春館ヒルトップに移転した。低層で頑丈な

造りで、建物の壁面や屋上にはソーラーパネル

がぎっしりと取り付けられている。周辺の丘陵

地に設置されている太陽光パネルを合わせる

と、再春館ヒルトッ7.全体の年間電気使用量の

再春館ヒJレトップ全景(写真提供 a 再審錦製薬所)

24 

100%にあたる電気をつくり出しているという。

「どこにもないものを、どこにもない方法で」

というのが同社の呂指す商いの姿。社内を見て

まず驚かされるのが1000人規模の社員がワン

フロア罰仕切りなしで働けるワークスペース

だ。日常的に社員間で良好なコミュニケーショ

ンがとれるように設計されている。そのスペー

ス中央には、東京証券取引所を紡併させるよ

うな数字が映し出されたモニタが設置されて

いる。コールセンターのオペレーターの動きや

日々の売り上げ目標の達成状況が全社員にリ

アルタイムで共有されているのだ。

2度の被災でコールセンター停止

そんな巨大施設が、震度7を記録した2度の

地震により被災した。 4月14自の震度7(M6.5) 

の前震では、敷地内の地割机室内のガラス割

れ、コンテナの転倒などの被害が出た。大きな

被害て*はなかったが、当時、業務を終え帰宅途

中だった再春館製薬所執行役員経営企画室長

の大庭博人氏はf前震は大した揺れではなかっ

たといラようなことが言われますが、ここ(震

源地)は十分以上に揺れていますjと振り返る。

コールセンター業務は午後日時までやって

いるため、まだ数十人の社員が働いていた。現

場にいた管理職の判断でコールセンター業務

は打ち切り、その日は全社員を帰宅させた。
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本社内のワーヲスペムスは、良好なコミュニケ ションがとれるよう社員がワンフロア間仕切り立しで働いている

午後10時7分には震度6弱、 10時38分には

震渡5弱、 11時43分には震度4、そして翌日午

前0時3分には再び震度6強、 1時53分には震

度5弱と大きな余震が繰リ返された。

「誰も、ほとんど寝ることができなかったの

ではないでしょうか」と大庭氏は話す。

15日の午前中の段階では全社員の安否まで

把握ができなかったが、多くの社員が出社し

た。

コールセンター業務は朝から再開させたが、

余震が多いことから昼の12日寺で閉鎖し、自動

応答システムに切り替えた。無事Lニ1呂田の作

業を終え、わずかながら溶ち着きを取り戻そう

としたさなか、翌16日の午前1時25分、前震

をさらに上回る揺れが益城町を襲った。

大庭氏はf熊本中を探しても飛び起きなかっ

た人はいないでしょう」と揺れの大きさを表現

する。しかも停電で真っ暗な中で，別布は増幅し

たという。

「皆生きることだけで必死だったと思います。

簿欝需開弓

家に居られない人は何とか避難所まで行った

でしょうし、避難所まで行けず車の中で過ごし

た方も多かったことでしょうJ(大庭氏)

夜が明けて、会社に来たのは社長と 10人程

度の社員だった。土曜日てサ本日ではあったが、

社長、経営幹部に加え、会社のことが心配とい

う人や、家にいることができない人もいた。

前日、片付けを行っていた本社コールセン

ターは、再び机土から物が落ち散乱。天井の

フックが外れ落下寸前の状態になっていたo さ

らに、システムの要であるサーバーは免振台が

備え付けられていたにもかかわらず免震構造

部分が降り切れて倒壊。奇跡的にシステム停

止には至らなかったが簡単に中に立ち入れる

状況にはなかった。

社員の安全を最優先に考え、西川社長の判

断て¥この日から営業を当面休止することにし

た。

幸いだったのは、ライフラインが生きていた

ことだ。周辺地域は、電気と、特に水が長期間

July却 16リスク封置.com 25 
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本震後の社内の状況。
机は散乱し、天井が崩
落しかけ、サーバは
免振構造部が振り切

れて倒壊した(写真提

供:再春鯨製薬所)

26 

大きな影響を受けたが、同社は井戸水を使い、

コールセンター業務を維持するため数日分の

電力を賄える非常用発電機を備えていたこと

から施設機能は維持することができた。

社員・家族に会祉を開放

西川社長は、 16日の時点で、被災したヰ土員や

家族らに対して会社を開放することを決定。社

長自らも本社に連自治まり、再開に向け陣頭指

揮を執り続けた。

過が明けて18日-20日までは経営層を中

心に、何から手をつけるのカ¥どう工事を進め

るのか、コーjレセンター業務や生産をいつから

どう再開させていくのか協議を続け、41臼から

集まれる人だけ全員出社させることを決めた。

家を失ったり、家族がケ力。を負った人も何人

もいた。「犠牲者がいなかったとか、大きなケ

ガをした人が出なかったから良かったというレ

ベルの話ではなく、苦労して新築をした直後に

家が全壊で住めなくなった人もいれば、購入し

たば泊、りの車が潰れたり、知り合いにご不幸が

あったりいろんな人がいます。それぞれの立場

で被災の重さは違っています。ただ1つ共透し

て言えることは誰一人楽しいなんて人はいなく

て内皆つらい状況だったということですJ(大庭

氏)。

皆さんの安全はしっかり守る

21日朝9時、全社員の半数にあたる 500人

ほどが本社に集まった。「全員ジャージ姿で、
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女性の方も化粧すらできていない様子でした。

水もカ。スも止まった状態で、 1週間、お風呂に

入れていない人も多かったのでしょう」。

社員を前に西川社長が話した言葉は「この地

震により、自分たちの生活は一変した。しかし、

企業の責任として、社員の安全や雇用をしてい

る以上、社員・家族の生活を何としても守らな

ければならない。一方で、企業は、営業をしな

くては給料を払い続けられない。絶対に皆さん

の安全をしっかり守る。会社としてできること

は可能な限りする、だから皆さんに会社に出て

きてほしいJという内容だったという。社長の

話を聞きながら皆が涙を流していたと大庭氏

は主張り返る。

同日、すべての社員に見舞金として、夏の賞

与相当額を最高評価で支給することを宣言し

た。

復旧に向け、最初に取り組んだのは、社員の

被災状況のヒアリングだった。安否確認のよう

なシステムで集計した数字ではなく、家族一人

ひとりの様子や、家の状況、現状の悩みなどを

人事チームが中心となり総かく聞き取っていっ

た。特に出社できない社員については、どんな

問題があるのかをできる限り細かく招援し、会

社としてできる支援はないかを併せて検討し

ていったa連絡がつかない人には、親しい社員

から連絡をとってもらうなどあらゆる手段を

使った。
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被災した社員へは見舞金を支払い、家が被

災した社員には寮に引っ越してもらったり、不

動産会社を紹介した。独自の低金利融資制度

も行った。学校や幼稚園が休みになっているこ

とから、会社が運営する専用保育掴に小中高生

も受け入れた。

---?OOO件の励まし

一方、フリーダイヤルの停止後も、ファック

スとメーソレだけは誰もいないフ口アに届き続

け、顧客からは21日の時点で、全国から70∞
件もの励ましの言葉や注文が入っていた。

西川社長は、顧客にあてた手紙の中で「感謝

の気持ちがあふれ胸がはちきれそうな想いを

覚えましたjとコメントしている。

同社が販売する化粧品や漢方薬は、長年愛

用し続けている綴客が多い。「こちらの都合だ

けで長期間待ってくれとは言えません」と大庭

氏は語気を強める。事業の再開については、シ

ステムの復旧と、コ ルセンターの再開、商品

の発送体制の整備などが必要だが、クリーン

jレームは壁が崩壊し、製造ラインは崩れ、商品

を充填して包装する機械が壊れていた。

自社で炊き出しを行し¥社員や家族に食事を提供(写真;提供再春館製薬3所)

28 

i可社では、製品を製造してから3週間以内に

顧客に届ける生産体制を敷いているため、在庫

を多く持たない。それでも、被災した倉庫から、

無傷の商品を運び出し、顧客へ届ける作業を

24日から開始。同時に機械設備の修復、コール

センターの清掃をi'Jい、 25日にはコーJレセン

ター業務と一部生産の再開にこぎつけ、 5月の

連休明けには全面再開を果たした。「皆が必死

になったことで信じられないスピードで再開が

できましたJと大庭氏は語る。

危機に強b唱風

もともと、 1000人近い社員が間仕切りのな

いワンフロアで働くほど同社はコミュニケー

ションを重視している。 20年ほど前、向社のテ

レマーケティング手法は強引と批判を受け、以

来TM(テレマーケテイング)改革を全社を挙

げ遂行してきた。その一環とレて、スタッフ間

のコミュニケーションも強化してきたのだ。そ

れが、今回の災害対応でも機能した。どこで、

誰がどんな作業を進めているか、どんな支援が

必要かを社内全体で即座に共有できる。それに

加え、西日i社長のリーダーシップにより自標

目的が明陣化され、即座に全体調整がとれた活

動が展開できる一一。

震災直後より西川社長が掲げた復興方針は

「社員とその家族の生活を守るJiお客様への

サービスを一刻も早く再開するJi地元である

益城町・熊本への応援」の3つの柱。

「自分たちを育ててくれた熊本県や益城町に

対して企業が果たせる責任としてできる限り

のことを行いたい」という西日i社長の言葉を受

け、向社では復興部を創設。同じ地域にある会

社として、社員が交代で直接近隣の避難所を

訪札必要な支援を把握しながら、清掃や炊き

出しの応援、保湿液、保護手Li夜、洗顔せっけん

の提供など、少しでも心和らぐ生活を送れるた

17



めの支援活動を続けている。

復興支援活動の中心的な存在として、また、

社内や社員の活動を記録し続けてきた同社広

報室の江河真喜子氏はrw何か困っていること

はありませんか』というような上から目線の聞

き方では、家がなくなってしまったからどうに

かしてくれ、大切な人が亡くなってしまったな 避難所在訪問する社員惇真提供・再春館製続的

ど、逆に被災者の心を傷つけてしまう。同じ被

災地に生活する者として等身大の支援を心が も生かされている。

けています」と語る。毎日のように避難所を訪

れあいさつを交わし、まわりを掃除をするなど

継続的に接しているうちに会話が生まれ、少し

ずつ自分たちができることが見えてくるのだと

いう。「支援してあげているのではなく、私たち

も“ありがとう"という言葉に支えてもらって

いるのですJ(江河氏入「どこにもないものを、

どこにもない方法で」という精神は支援活動に

有事対策マニュアル見直し

5月に入って、同社では、有事対策マニュア

ルを策定した。安否確認や一斉に指示が出せ

るシステムも独自に隠発中だ。「阿蘇山の噴火

もあり4写るので、どういうときに、どういうメ

ンバーが、どういう条件のもとに集まって、ど

ういうことをどのくらいの時間の中でするの

復興の歩みは、写真とコメントで細かくまとめられている。避難所訪問にあたった社員の声も紹介されている
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か、誰がどう発動をするのか、情報手段は何を

使うのかなど素案を決めていますJ(大庭氏)。

これまでは正直、災害対応については真剣に

考えたことが無かったと大庭氏は打ち明けるo

しかし、今回の地震では、マニュアルがあった

としても、机上の計画では通用しないことも痛 しろ、と明文化しました。そうした細かな権限

感bたJ震度・以よならY 作業を止ぬ丈現場 まで明確にしないと現場の社員は判断できな

の安全確認というようなことが書かれているマ いのですJ(大庭氏)。

ニュアルがありますが、現場の社員が言ってた BCPの観点からも見濠しを進める。これま

のは、お客様と電話している最中に、大きな地 J で同社は、コミュニケーショ γを重視する故

震が発生しても、震度がいくフかなんでわから に、製造も販売も同じワンフロアで活動してき

ないし、あ、客様とのコミュニケーションを強化 た。古え逆に考えれば災害で両方向時にやられ

しているので変な切り方をして不快な想いをさ るリスクもあるということ。かといって、分散

せたくないという悩みです。それでもガラスが したり代替生産をすることは会社の思念に抵

割れるかもしれないという恐怖もある。だから 触する。今後リスクの分散については、あらゆ

弊社のマニュアルにおいては、身の危険を感じ る方法を視野に真剣に考えていきたいと大庭

たら電話を切って机の下に入って安全確保を 氏は話している。

説法必弘

執行役員経営企画室長の大庭博人氏

i
I
V
-
J
-
、

四
月
十
四
日
の
夜
、
な
ん
の
前
山
れ
を
も
〈

大
き
な
檎
れ
が
総
本
を
犠
い
ま

tた
旬

以
前
例
礎
車
地
H
U

科
私
的
ヒ
凡
L
i
山7
7
の
あ
る
、

億
一
本
県
上
訟
品
川
郎
抗
減
町
の
地
下
十
敏
キ
ロ
也
り
で
L
た・

地
震
U
ま
す
大
丈
h
k

ロ
に
は
出

L
ま
せ
ん
が
飢
本
の
人
々
の
多
〈
は

そ
ん
R
M
幻
い
之
い
た
ヒ
M
沿
い
ま
す
・

A

刊
〈
い
奇
心
干
し
く
い
白
人
C
しれ
h
u

ぞ
れ
た
け
に
貌
回
ロ
糸
明
に
再
度
終
き
た
激
策
仁
川
内

約
れ
a
Lか
け
て
い
k
担

E
，M

A
V
ら
折

b
a
tょ
‘
す
な
抱
い
が

L
ま
L
た・

与
守
、
I
H
H
川

t
h
s
d叩
d
L

れ
す
い

L

ヘー“サ
7
L
J
i
抗

1
4
も
t
k
m判
不
し
主
i

た・

1

3

3

日

;

、

一

、

l
、
1
l
、

一、

TE--
、
t
t
i
7
1
j
jレ
ゥ
‘

t
i
f
f
:
3
1附
い
て

ザーへ二人ど山町一一
1

5
れ
川
口
三

ρ
主
民
、

i
r
i
-
-
i
i
i
i
 

ど
に
A
W
〈
台
北
μ

町
中
‘
口
旬
、
、
6

尚一、
l
ま
t
F
3

M
W
か
い
ご
ど
u
l
r、
吃
え
て
い
文
せ
ん
・

や
も
ま
ミ
ー
さ
t
沿
い
出
せ
る
の
は
)

員
約
♂
抗
れ
品
M
J
h
s
h
p
d
1一
ど
一
週
一
川
代

山mh代
L
た
朝
日
た
企
戸
人
ひ
ど
リ
の
州
安
一
凡
す
、

U
吻ピ
Lakaa'
う
れ
L
さ
を
辺
リ
越
し

法
き
ん
い
ロ
ピ
の
M
M
い
に
か
ら
れ
た
こ
ヒ
た
円
で
す
e

30 
19




